
提案

地域の声

国
法律に基づいた安定的な仕組みとして全国展開

～地方版ハローワーク（自治体が自ら実施する無料職業紹介）の創設～

ポイント
自治体が自ら無料で職業紹介を行ったり、国のハローワークを活用しやすく
なる仕組みが整備されたことにより、自治体の施策と一体となった就労支
援が可能に
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自治体の施策と一体となった
職業紹介が可能となり、求職
者・求人者の利便性が向上

地方に対する規制緩和 事務・権限の移譲

地方

自宅に近い女性センターで社会
参加の相談とあわせて、職業紹介
もしてもらい、再就職できました！

◯国と同列の公的な立場で職業紹介
（国の監督の廃止）
◯国の全国求人情報をオンラインで活用
◯住民相談・企業支援と一体となった
職業紹介を展開

Ⅰ

◯地方の産業政策と連携した雇用対策を国に要請
地方が国のハローワークを活用Ⅱ

県の総合的な支援体制があるので
工場新設を決めました。
県だけでなく、国の全国求人情報も
活用して紹介してもらえました!

身近な場所で
ワンストップサービスを実現

市が女性センターに地方版ハローワークを併設
○県が地方版ハローワークを設置
○県の政策と連動した人材確保を国に要請

産業政策と一体化した
雇用政策を展開

制度上の

支障

解決策

な
ん
と
か

な
ら
な
い
の
？

（①「職業安定法」及び②「雇用対策法」の一部改正）

市の女性センターに社会参加の
相談をしていたけど再就職の相談は
国のハローワークに行かなきゃ
いけないなんて…
遠いし二度手間だわ…

子育てが一段落した女性子育てが一段落した女性

工場新設のために県に
財政支援や用地の分譲を
相談しました。しかし人材の
紹介は国のハローワーク…
相談は一箇所で済まないものか… 県内に工場新設を

検討している
企業担当者

県内に工場新設を
検討している
企業担当者

!地域の課題

地方版ハローワークの創設

住民サービスの向上

国
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

地
方

求職者・求人企業

●利用者の利便性向上

（女性・若者・生活困窮者支援）
企業誘致・支援

各種住民相談 職業紹介

別々に実施
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自治体が行う無料職業紹介事業所数 職業紹介を行う自治体数
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無料職業紹介を新たに実施した自治体

増加80

地方版ハローワークの分布図（平成29年11月末日現在）
※提案実現後(平成28年8月）以降に設置されたもの

(平成29年11月末日現在）

提案実現後、『地方版ハローワーク』が増加
自治体の取組を活かした職業紹介が実現

都道府県

地方版ハローワーク

259箇所
（45都道府県）
449箇所

(292市区町村等）

国ハローワーク

市区町村

合 計 708箇所(337自治体） 544箇所(出張所等含む）
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